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レビューの背景 
 
喧嘩、いじめ、口論、および破壊的行動は多くの学校で発生し、校内暴力予防プログラムで一般的

に予防対象となるのが、攻撃的・破壊的行動の中でもこれらのよく目にする種類のものである。米

国における国内標本中 75%を超える学校が、このような行動上の問題に対処するために何らかの予

防プログラムを組んでいると報告し、標本校の多くが、1 つ以上のプログラムを用いていた

（Gottfredson、Gottfredson、Czeh、Cantor、Crosse および Hantman、2000 年）。 
 
学校の運営管理者は数多くの選択肢の中から予防策を選ぶことができる（事例については、

Gottfredson ら、2000 年を参照）。このレビューでは、社会情報の処理について、生徒が有する 1
つ、またはそれ以上の問題に対処するために学校環境で用いられたプログラムに注目する。社会情

報処理モデルによると、社会的行動とは、相関性のある 6 つの行動段階から生まれる結果である：

（1）状況的手掛かりと内面的手掛かりとを記号化する、（2）手掛かりを解釈する、（3）目標を

選択または明確化する、（4）目標到達のために、可能と思われる対応策を考え出すか見つける、

（5）対応策を選ぶ、および、（6）行動に移す（Dodge、1986 年；Crick および Dodge、1994 年）。

攻撃などの否定的な社会的行動は、これらのうち、1 つ、またはそれ以上の段階における認知障害

から生じると考えられる。1 

 
攻撃的な子どもは社会情報を処理する能力において非攻撃的な子どもとは異なり、そのような情報

処理上の問題が不適切な行動反応を引き起こす（Dodge、Pettit、McClaskey および Brown、1986 年；

Kendall、1995 年）。例えば、情報処理段階のうち、記号化または解釈の段階における認知障害に

は、中立的な状況やどのようにでも解釈できる社会的状況における他者の意図を、敵対的と誤解す

るケースが含まれる。つまり、敵対的な誤帰属が攻撃的な反応に結び付くのである（Crick および

Dodge、1994 年）。その上、攻撃的な子どもは、非攻撃的な子どもよりも敵意帰属を行いやすい（Slaby
および Guerra、1988 年）。目標の設定または明確化の段階での認知障害は、向社会的目標よりも反

社会的目標を選択する結果に結び付く可能性が高い（Asher および Renshaw、1981 年；Crick および

Dodge、1989 年）。社会的状況に対応する方法がうまく見つけられない、あるいは、対応策の評価

がうまくできない（第 4・第 5 段階）子どもは、社会的状況において選択対象とする対応策の数が

少ない傾向にあり、一定の行動がもたらす結果を評価できないことがある（例：Mize および Cox、
1990 年；Spivack および Shure、1974 年）。 
 
社会情報処理プログラム 
 
社会情報処理障害を対象として計画された初期のプログラムの一部は、1970 年代に開発された社会

問題解決プログラムであった（例：D’Zurilla および Goldfried、1971 年；Shure および Spivack、1972
年；1979 年）。プログラムの狙いは、認知的アプローチに基づく問題解決スキルを学ばせることに

よって社会的行動を改善することであった。例えば、「自分で問題が解決できる」プログラム（Shure、
1992 年）では、視点取得、代替対応策の案出、理論的に矛盾のない思考法または目的・手段連関に

基づく思考法、および因果的思考法を含む一連の問題解決スキルを参加者に教えるといったもので

ある。 
 
その後数年に渡って、同じテーマのバリエーションが数多く開発された（Coleman、Wheeler および

Webber、1993 年）。例えば、Hudley の知力（Brain Power）（Hudley、1991 年）プログラムなどの

再帰属訓練プログラムは、社会情報処理モデルの初期段階に注目し、子ども達に意図を正確に認識

                                                 
1 社会情報処理障害は、対人関係における攻撃的行動と相関性があると思われる多くの要因の一つであり、

個々の生徒が攻撃的行動を取るか否かは、個人、家族、社会、および環境の各プロセスからなる一連の相関

プロセスによって決定されるとわたしたちは理解している。ここで社会情報処理障害を検討するのは、攻撃

行動の原因について充分な議論を尽くすためではない。むしろ、このシステマティック・レビューで検討さ

れる介入を支える理論的根拠の背景を読者に大まかに説明するのが狙いである。 
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させ、遭遇した社会的状況がどのようにでも解釈できる場合に非敵意的な帰属を行い、曖昧かつネ

ガティブな状況に対して適切な行動反応ができるように指導する。Lochman の「怒りへの対処プロ

グラム」（Lochman、Lampron、Burch および Curry、1985 年）は、認知的アプローチによる目標設

定スキルを子ども達に学ばせるモジュール、社会的問題解決のモジュール、および怒りへの対処に

関するモジュール（社会情報処理の情動的側面を主体とするモジュール）から構成されている。 
 
以上は、社会情報処理プログラムの代表例だが、このシステマティック・レビューを実施するため

には、プログラム全般の概念的定義が必要となる。この定義は、レビュー候補プログラムの選定や、

各プログラムの処遇項目のコード化に役立つ。従って、このレビューのために、社会情報処理プロ

グラムは以下の明確な特性を有するものとする： 
1. プログラムには次の社会情報処理段階のうち、1 つ以上の段階を対象とする指導が含まれる。

(1)状況的手掛かりと内面的手掛かりとを記号化する、(2)手掛かりを解釈する、(3)目標を選

択または明確化する、(4) 目標到達のために、可能と思われる複数の対応策を考え出すか見

つける、(5)対応策を選ぶ、(6)行動に移す。 
2. プログラムでは、特定の行動スキルよりも、認知スキルまたは思考プロセスが重視される。

プログラムは、一般的な思考スキルを学ばせることにより、無数の社会的条件における情報

処理能力の向上を目指す。 
3. プログラムには、認知スキルを取得し実際の社会的状況に適用するために、体系的な作業と

活動とが組み込まれている。 
 
社会情報処理プログラムの範囲外のプログラム 
 
もう一つの評判の良いプログラム戦略も、やはり社会的能力の向上を目的とする。こうしたプログ

ラムは行動的ソーシャル・スキル・プログラムと総称され、このレビューが注目する社会情報処理

プログラムとは異なる。行動的ソーシャル・スキルに基づくカリキュラムでは、基本となる認知的

思考プロセスよりも、社会的（または、反社会的）行動そのものが主体となる。通常こうしたプロ

グラムでは、アイコンタクト、状況に応じた笑顔、儀礼的な挨拶、コミュニケーション・スキル、

集団への参加スキル、自己主張、およびこれに準じたスキルを子どもに学ばせる（レビューについ

ては、Goldstein および Pentz、1984 年を参照）。 
 
更に、社会情報処理に目標を限定しないプログラムで認識的アプローチに基づくものは、他にも存

在する。例えば、注意力や活動面での障害を持つ子どもを対象とするプログラムでは、認知的アプ

ローチにより衝動抑制スキルを習得させる。同様に、ストレス、離婚、抑鬱症などに取り組む認知

的アプローチのプログラムもある（例：Alpert-Gillis、Pedro-CarrollおよびCowen、1987年；Lewinsohn、
Clarke、Hops および Andrews、1990 年）。こうした認知的アプローチのプログラムは、思考スキル

を重視するが、社会情報処理プログラムの特色である対人関係は重視しない。 
 
普遍型プログラムの実施 
 
社会情報処理の問題に対処するプログラムは、体系化された詳細な授業計画を伴うことが多いため

に、学校にとっては魅力的なものとなる。これらプログラムは、教員または学校心理士によって容

易に実施され、異なる形式（集団または個人）および環境（教室または校外活動用施設）で用いら

れることが可能である。これらは、学校環境で実施されるという点で共通しているが、学校外での

様々な環境でも実施されている。わたしたちは、当初、学校環境で実施された社会情報処理プログ

ラムに関する全ての調査研究をこのシステマティック・レビューの対象とする予定であった。しか

し、社会情報処理プログラムについての文献を集めるうちに、プログラムの実施には、2 つの補完

的な、しかし明らかに異なる予防アプローチ（普遍型、および、選別型または徴候型予防）が用い

られていることに気が付いた（Mrazek および Haggerty、1994 年）。予防のための普遍型介入（universal 
prevention interventions）では、教室環境において、学級全体を対象にプログラムが実施される。子

どもは、介入対象として個々に選ばれるのではなく、プログラムが実施される学級にいるという単
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純な理由により、プログラム対象となる。予防のための選別型または徴候型介入（selected or indicated 
prevention interventions）では、リスク要因（怒りや多動など）を見せている子ども、または、すで

に障害上の徴候（即ち、行動面での問題）を見せている子どもが対象となる。対象サンプルの違い

に加え、普遍型プログラムと、選別型または徴候型プログラムとの間には、他にも重要な違いがあ

ることに気付いた。最も顕著なのが、研究の手順および手法に関する違いである。選別された／介

入が望まれると見なされた児童・生徒を対象としたプログラムに関する研究のほとんど全てが、

個々の対象者の無作為割付により、処遇群および対照群を設定したのに対し、普遍型プログラムに

ついての研究では、ほんの少数のもののみが、その手法を採っていた。これらの研究特性、および

対象者の特徴上の違い、更に、これらの要因が研究結果に関連しているかもしれないという可能性

を踏まえて、わたしたちは、2 つのシステマティック・レビューを、別個に実施することにした。

ここで発表するレビューでは、学校環境で実施された普遍型社会情報処理プログラムのみを対象と

する。2 つめのレビューでは、学校における選別型／徴候型社会情報処理プログラムに注目する

（Wilson および Lipsey、発表予定）。 
 
ソーシャル・スキルの向上を目的とする介入に関するこれまでの研究 
 
ソーシャル・スキルの向上を目的とする介入について最近行われた報告形式のレビューが何点か入

手できるが（Clayton、Ballif-Spanvill および Hunsaker、2001 年；Howard、Flora および Griffin、1999
年；Moote、Smyth および Wodarski、1999 年；Nangle、Erdley、Carpenter および Newman、2002 年）、

これらのレビューは、ソーシャル・スキル、友人作りのスキル、コミュニケーション・スキル、お

よびその他の行動的ソーシャル・スキルの学習も含めて介入範囲をかなり広くとっており、認知障

害および社会情報処理障害の改善を明確な対象とはしていない。社会情報処理分野のプログラムを

対象とする報告形式のレビューも二、三あるが、（例：Coleman、Wheeler および Webber、1993 年；

Pellegrini および Urbain、1985 年）、いささか時代遅れで、学校以外の臨床グループ向けプログラ

ムが含まれている。ソーシャル・スキルの向上を目的とする介入のメタアナリシスも何点か入手可

能である（例：Beelmann、Pfingsten および Lösel、1994 年；Denham および Almeida、1987 年；Lösel
および Beelmann、2003 年；Quinn、Kavale、Mathur、Rutherford および Forness、1999 年；Schneider
および Byrne、1985 年）。Denham および Almeida（1987 年）は別として、こうしたメタアナリシ

スは、報告形式のレビューと同じように社会的能力プログラム全般を主体とするために、社会情報

処理プログラムと行動的ソーシャル・スキルのプログラムとが両方とも含まれる。Denham および

Almeida のメタアナリシスは、対人関係における認知上の問題の解決を目的とする介入のみに的を

絞っているが、発表後 15 年が経っており、国際的な研究は含まれていない。 
 
レビューの目的 
 
このシステマティック・レビューは、学齢期の児童・生徒の攻撃的および破壊的行動に対する社会

情報処理スキルの向上を目的とする校内での普遍型介入の効果を検討する。プログラム効果は全体

的に、また、対象研究を横断的に、手法上の違いおよび実質的違いに関しても検討される。 
 
レビューの方法 
 
レビュー対象研究の選定基準 
 
介入：介入の際には、社会情報処理プログラムを定義付ける 3 つの基準に合致することを求めた。

その他の処遇項目があることは許容しつつも（例えば、行動的ソーシャル・スキルの指導、育児ス

キルの指導など）、社会情報処理という項目がそのプログラムの明確な焦点であることを求めた。

用いた定義基準は、以下の通りである。 
1. 社会情報処理における次の段階のうち、1 つ以上の段階を対象とする指導が提供された。(1)

状況的手掛かりと内面的手掛かりとを記号化する、(2)手掛かりを解釈する、(3)目標を選択
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または明確化する、(4)可能と思われる複数の対応策を考え出すか見つける、(5)対応策を選

ぶ、(6)行動に移す。 
2. 特定の行動スキルよりも、認知スキルまたは思考プロセスが重視された。 
3. 認知スキルを習得させ、また実際の社会的状況への適用を指導するために、体系的な作業と

活動とが用いられた。  
 
実施環境と参加者：介入は、幼稚園児・学齢期児童・生徒（K-12[幼稚園から 12 年生迄]、国際的に

はこれに準じる年齢）を対象とし、通常の学校環境で授業時間中に行われたものであること。レビ

ュー対象となるには、学校内、教室内、または、複数の学校もしくは教室からなるグループ内の全

ての子どもを対象に実施されたプログラムでなければならない。特別支援教育の場やオルタナティ

ブスクールも適当な学校環境と見なしたが、居住施設（例えば、精神病院）を指導の場とするもの

は除外した。放課後プログラムも対象外とした。地域や国の別を問わず、資格認定学校（qualifying 
school）は、実施環境として認めた。 
 
アウトカム：研究は、暴力、攻撃、喧嘩、対人犯罪、破壊的行動の問題、抑圧された感情の表出、

行為障害、問題の表出化など、広く定義された子どもに関して測定されるアウトカム変数のうち、

最低 1 個について介入の効果を報告したものであること。 
 
研究計画：対照群を用いた計画に基づく研究のみを対象とした。介入群および対照群の割付は、無

作為でも非無作為でもよいとしたが、非無作為の場合には、マッチングがなされているか、主要な

人口統計学的変数および／または事前テストでの初期等価性を示すエビデンスが提示されている

ことを求めた。対照群の条件は、プラシーボ、待機リスト（wait list）、処遇なし、または「通常の

処遇」でもよいとした。統制群または対照群を用いない研究は、レビューの対象外とした。この中

には、1 グループの事前テスト・事後テストについての研究、および処遇条件が他の処遇条件と比

較された研究が含まれた。 
 
研究の特定に用いた検索方法 
 
第一に、上記選定基準を満たす実証的研究からなる母集団全体の特定、および検索を目指した。こ

の中には、発表済みの研究と未発表のものとが含まれた。基準に適合する可能性がある研究報告書

の特定には、複数の情報源を用いた。まず、NIMH（米国立精神保健研究所）の助成により「評価

研究・方法論センター（Center for Evaluation Research and Methodology）」（主任研究者は Lipsey）
で整備された大規模なデータベースを使って選定基準を満たす介入を検索した。このデータベース

には、反社会的行動の多様なリスク要因を対象とした初期の介入プログラムに関する研究、および

多くの校内プログラムが含まれている。 
 
第二に、上記データベースに含まれていない最新の研究を特定するために、以下の文献目録データ

ベースを総合検索した。Psychological Abstracts（心理学論文抄録データベース）、Dissertation Abstracts 
International（学位論文抄録国際版データベース）、ERIC（教育学関係文献情報データベース）、

Campbell and Cochrane Collaboration trials registers（キャンベルおよびコクラン共同実験登録データ

ベース）、U.S. Government Printing Office publications（米国政府印刷局出版物データベース）、National 
Criminal Justice Reference Service（米国刑事裁判文献サービス・データベース）、および MedLine
（医学文献データベース）。 
 
検索は、各データベースの論文索引として使われる統制語彙から抽出した 3 カテゴリーの検索用語
2を用いて行った。ワイルドカード文字を使って、単語の変異形を検索した（例えば、delinquent、

                                                 
2 検索技術の専門家である図書館員の大半は、カテゴリーを 4 区分にしないほうがよいとしている。これは、

4 カテゴリー全てへの一致を要求すると、求める項目が除外される可能性が著しく高くなるためである。 



訳 大木京子 
監訳 国立教育政策研究所 教育政策エビデンス研究会 

10 

delinquents および delinquency の検索に、delinquen*を使用する）。以下のカテゴリー毎に、検索用

語を OR 演算子で結び、３つのカテゴリーのそれぞれの結果を AND 演算子で結んだ。 
 

1. 対象母集団：子ども、青少年、幼年期（MEDLINE）；子ども、青少年、前思春期の子ども、

児童・生徒（ERIC）；子ども、青少年、児童・生徒、（PsychInfo）；子ども、青少年、児

童・生徒（Sociological Abstracts）。 
2. リスクまたはアウトカム：社会的適応、対人関係、社会的相互作用、社会的孤立、攻撃、

青少年非行、ピアグループ、注意欠陥・破壊的行動障害、多動、文化剥奪、対人関係、社

会的環境、社会的行動、子どもの行動障害、社会的問題、反社会的人格障害、行為障害、

危険な行動、社会的疎外、対立、敵意、暴力、反応性愛着障害、衝動的行動、問題解決

（MEDLINE）；社会的環境、社会的統合、社会的適応、社会的態度、社会的経験、社会的

特性、愛着行動、反社会的行動、適応、攻撃、非行、注意欠陥障害、多動、落ちこぼれの

恐れがある者、危険性の高い生徒、教育上不利な条件に置かれた者、問題児、ドロップア

ウト、社会的影響、行動障害、行動上の問題、青少年問題、対立、敵意、不登校、暴力、

仲間関係、仲間の影響（ERIC）；対人的影響、対人相互作用、ソーシャル・スキル、社会

的発達、社会的ネットワーク、抑圧された感情の表出、適応障害、攻撃行動、青少年非行、

非行予備軍の青少年、注意欠陥障害、多動、落ちこぼれの恐れがある集団、家出行動、中

途退学者、不利な条件に置かれた者、社会的剥奪、文化的剥奪、仲間関係、準拠集団、行

動障害、行動上の問題、反社会的行動、行為障害、対立、敵意、不登校、反抗的行為障害、

衝動性、口論（PsychInfo）；適応、社会動学、社会参加、社会的行動、社会的態度、社会

的能力、社会的発達、社会的学習、社会的孤立、青少年非行、社会的背景、不利な条件に

置かれた者、仲間関係、仲間の影響、行動上の問題、対人関係の争い、対立、暴力、逸脱

行動（Sociological Abstracts）。 
3. 処遇／評価：社会的問題の解決、社会情報処理、カウンセリング、介入、予防と管理、予

防的、療法、精神療法、社会統制、行動療法、認知療法、処遇のアウトカム、プログラム

評価、行動評価、無作為化対照試験、パイロット・プロジェクト、臨床試験、メタアナリ

シス（MEDLINE）；行動の変化、カウンセリング、予防、療法、介入、社会奉仕、社会支

援団体、青少年プログラム、情操教育プログラム、ガイダンス・プログラム、改善プログ

ラム、スクールコミュニティ・プログラム、処遇のアウトカム、プログラムの評価、プロ

グラムの効果、プログラムの妥当性、総括的評価、メタアナリシス（ERIC）；社会的問題

解決、社会情報処理、認知行動の、社会的認知、行動修正、カウンセリング、介入、早期

介入、予防、精神療法のアウトカム、療法、訓練、社会的プログラム、補習教育、処遇の

アウトカム、プログラムの評価、行動評価、処遇効果の評価、教育プログラムの評価、メ

タアナリシス（PsychInfo）；行動修正、カウンセリング、介入、予防、療法、訓練、処遇、

社会的プログラム、教育プログラム、処遇のアウトカム、評価、効果、定性的分析。 
 
第三に、これまでのメタアナリシス／文献レビュー（例：Denham および Almeida、1987 年；Durlak、
1997 年）の文献目録を調べて選定基準を満たす研究を特定した。更に、入手した研究論文の文献目

録そのものをチェックし、基準に合致すると思われる研究報告があるかどうか調べた。最後に、レ

ビューの基準を満たした論文の第一および第二著者の追跡調査を目的とする検索を行うとともに、

Social Sciences Citation Index（社会科学文献引用索引データベース）で選択基準に合致した論文につ

いて、引用文献の検索を行った。手作業で専門誌の各号を検索するよりも、この順方向検索の手法

の方が効率的かつ効果的であることが明らかになった。 
 
検索により特定された研究論文は、図書館または図書館間相互貸借を通じて入手するか、著者に直

接依頼して入手した。また、上記検索方法で取り上げられていない英語以外の言語による情報源で

発表された論文の中から、上記選定基準に合致するものを検索し、レビューに加えるようにした。 
 
研究の選定 
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上記検索手順に従って集められた研究論文の抄録を、関連性を見極めるために審査した。選択基準

への合致を最終的に審査するために、上記選択基準から明らかに外れてはいない論文、または、明

らかに無関係ではない論文（抄録の審査を根拠にして）を、バンダービルト大学図書館（Vanderbilt 
University Libraries）、図書館間相互貸借、ERIC、大学マイクロフィルム（University Microfilms）、

および政府文書から入手した。全ての研究に対する最終判断の決定は、詳細な選定基準に基づき、

情報源とは無関係に、論文の全文を審査することにより行った。抄録の審査、および選定の判断は、

第一著者または訓練を受けた研究助手により実施した。選定に関する不明瞭な点または疑問は、著

者両名が話し合いにより解決した。 
 
文献目録の検索により抄録を入手し、これら抄録から選定基準を満たすと思われる研究を特定する

場合には、レビューワを 2 名にすることにより、精度が向上する可能性があることを示す研究もあ

るが（Edwards ら、2002 年）、筆者の経験では、抄録の大多数が、選定基準への合致に関して信頼

性のある判断を下すために充分な詳細情報をレビューワに提供するものではない。従って、わたし

たちの抄録の審査は、明らかに無関係なものを主に除外し、選定に関する最終判断は、研究論文の

全文を審査する時点まで据え置いた。これにより、最終的にレビュー対象となった論文の数を大き

く上回る数の文書を入手することになったものの、選定の判断は、入手可能な研究についての徹底

的、全面的な情報に基づき下すことができた。 
 
データの管理と抽出 
 
この評価プロジェクトで用いたコード化プロトコルは、広範囲に及ぶ研究特性および研究結果のコ

ード化を考慮に入れるものであった。介入効果は、標準化平均差効果量の統計値（standardized mean 
difference effect size statistic）（Cohen、1988 年；Lipsey および Wilson、2001 年）を使って記録した。

効果量の統計値は、あるアウトカム変数について、処遇群の平均値と対照群の平均値との差を、両

者のプールされた標準偏差で割り算したものとして定義される。平均値および標準偏差が入手でき

なかった場合には、Lipsey および Wilson（2001 年）に記載されている手順を用いて、報告された統

計値から効果量を推定した。研究では、概して複数のアウトカム項目（例えば、攻撃、ソーシャル・

スキル、学業成績）が報告され、同一項目について１通り以上の操作化が頻繁に行われていた（例

えば、親および教員による攻撃行動の報告）。このシステマティック・レビューでは、攻撃的また

は破壊的行動アウトカムを評価した効果量のうち、研究から抽出することができたもの全てをコー

ド化した。複数の効果量があるケースを分析する際の統計的独立性を維持する方法は、次のセクシ

ョンで検討する。 
 
効果量の値の他に、各研究の方法・手順、介入、および対象標本に関する情報をコード化した。研

究の方法・手順を示す項目には、研究計画、測定、および参加者数の減少に関する詳細情報を含め

た。対象標本を記述するためのコーディング項目としては、年齢、性別、エスニシティ、社会経済

的地位、および今後の反社会的行動のリスクを含めた。介入に関しては、個々のプログラム構成、

プログラムの期間・集中度・実施環境・形式、実施担当者、およびその他の特性をコード化するこ

とにより、関連情報を記述した。 
 
研究のコード化は、全て FileMaker Pro

®
を組み込んだコンピュータの画面から直接データベースに

入力して行った。コード化は、全て第一著者または訓練を受けた研究助手によって完了された。研

究助手によるコード化は、全て、第一著者によりその精度が再審査された。コード化に関するいか

なる矛盾点、不明瞭な点も、著者両名により解決された。 
 
統計的処理 
 
小さな標本から得られる効果量にはバイアス（偏り）があることが知られている。これを調整する

ために、全ての効果量を小標本調整率〔1-(3/4n-9)；ただし、n は当該研究での標本サイズ〕で乗じ

た（Hedges および Olkin、1985 年）。また、全ての計算において、個々の効果量を分散の逆数で加
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重することにより、それぞれの寄与がそれぞれの信頼性に正比例するようにした（Hedges および

Olkin、1985 年）。効果量分布を検討した結果、分析を歪める可能性のある外れ値が少数見つかっ

たが、これらは、より小さな極値に再コード化した（即ち、ウィンザー化）（Hedges および Olkin、
1985 年；Lipsey および Wilson、2001 年）。更に、標本サイズが異常に大きい研究が何件かあった。

分散の逆数による重み付けは主に標本サイズを反映するので、標本サイズが異常に大きなものが含

まれる場合には、重み付けを用いるどの分析も、これら少数の研究に左右されることになるであろ

う。標本サイズが、例えば、介入のタイプ、実施の質など、他の研究特性に関連がないと保証され

れば、これ自体は問題ではなく、従って、どの分析においても大きな重みが与えられることになる

であろう。しかし、標本サイズは分析を歪める可能性のある形で他の研究特性と交絡するというの

が筆者の経験則である。従って、重みの大きさを計算する際に、わたしたちは、介入 1 件または対

照群 1 つあたりの対象者数の最大値を 250 として、標本サイズ分布の裾を再コード化した。3このよ

うな調整を行うことで、外れ値は相対的な極値を保ったまま分析に留められるものの、その値自体

はさほど極端にはならず、従って、分析結果は外れ値による影響を過度に受けないこととなる。 
 
主に注目した介入アウトカムは、喧嘩、暴力、いじめ、口論、破壊的行為、抑圧された感情の表出

など、多様な否定的対人行動を含む攻撃的および破壊的行動である。4多くの研究が、1 件以上の攻

撃的行動アウトカムに関する結果を提供したが、最も一般的な測定のタイプは、教員回答によるア

ンケートであった。分析用の独立した一連の効果量推定値を得るために、個々の対象標本からの 1
つの効果量のみを用いた。独立した一連の効果量の選定手順は、以下で説明されている。 
 
最後に、多くの研究で、事前に測定されたアウトカム変数の平均差効果量を計算するために必要と

されるデータが充分に提供された。事前テストでの効果量が利用できる場合には、事後の値から事

前の値を減ずることにより、事後の効果量を事前の差異に応じて調整した。以下に示す分析では、

調整された効果量と、ダミーコードを用いず調整されていない効果量との間に系統的な違いがある

かどうかをチェックした。 
 
 
結果 
 
選定基準に合致した研究の記述 
 
上述の検索手法により、選定基準に合致する報告書 89 本が特定され、学校で実施された普遍型社

会情報処理プログラムに関する 73 件の独立した調査研究からの結果が得られた。選定基準を満た

した研究のあるものは複数の報告書で発表され、また、ある報告書では、複数の独立した研究から

の結果が報告されていた。更に、研究の結果がサブ・グループ毎（例えば、男女別の結果が個別に

報告されている場合）に報告されている場合には、これらを総体としてではなく 2 つのサブ・グル

ープとしてコード化し、2 件の研究として扱った。表 1 に、選定基準を満たした 73 件の普遍型社会

情報処理プログラムに関する研究の特性がまとめられている。レビューにおける 73 件の研究のコ

ード化の詳細については、補遺を参照されたい。 
 
プログラムの大多数が、1990 年以降に米国で実施されたものであった。3 分の 2 がピアレビュー誌

で発表されたものであった。普遍型プログラムの対象者は、児童・生徒の代表的な面を提示した。

                                                 
3 重み（分散の逆数）の大きさを計算する際の最大標本サイズは、1 介入または 1 対照群あたりの被験者数 250
として設定した。この値は、標本サイズの分布を調べた結果、標本サイズ 250 辺りで明らかな断絶が見つけ

られたことから採用した。 
4 攻撃的行動に関してのみプログラム効果を調査するというのが、理想的な形であったであろう。しかし、「攻

撃的」行動として特定、測定された項目のほとんど全てのものが、物理的に攻撃的な対人行動という項目の

みに同定するものではなかった。多くが、破壊的行為、抑圧された感情の表出、および、その他の必ずしも

攻撃的ではないが、否定的な問題行動様式を含んでいる。従って、わたしたちのアウトカム変数には、単な

る攻撃的行動以外により広範囲に渡る否定的行動を含み、攻撃的および破壊的行動の両方が入っている。 
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普遍型プログラムは教室全体に対して実施されるものであることから期待されるように、ほとんど

の標本が、男女を同数含むものであり、年齢は、4 歳から 16 歳までにわたった。様々な人種的およ

び民族的グループが見られた。標本の約半数は、社会経済的地位が低い子ども達の圧倒的多数によ

り占められていた。対象プログラムの 15 パーセントが特別支援教育という環境下で提供され、特

別支援教育の場およびオルタナティブスクールでの子ども達は、全員が行動的問題または類似の社

会面での問題を持っていた（うち数名は学業的問題を有していた）が、プログラムは教室内の子ど

も達全員に対して例外なく提供された。通常の学校で実施された研究のうちの 2 件が、行動的問題

を有する参加生徒のみについての結果を発表する方針を採った。これらの研究は、介入が普遍的に

提供され、また、行動的問題を持つ子どもが処遇のために独立して特定されたわけではない（アウ

トカム評価のためだけに独立して扱われている）という理由により、本稿に含まれている（もう一

方の選別型／徴候型プログラムに関するレビューにではなく）。 
 
6 件の研究のみで、個人の無作為割付による処遇群および対照群への対象者の割付が実施された。

本稿でレビューされる社会情報処理プログラムは、全て教室全体に対して提供されたものであるか

ら、これは意外なことではない。大多数の研究が、グループ全体（教室または学校）を割り付ける

ことで、プログラム対象、または対照群を設定した。これらのうちの大多数が非無作為的な方法を

用いて割付られた。対象研究の 86パーセントがアウトカム変数の事前測定の結果を発表しており、

これにより、わたしたちは、効果量レベルでのグループ間の事前差異に応じた調整を実施すること

ができた。5全体的に、事前の効果量の平均は大幅に負の値をとっており、介入開始前、対照群は

処遇群よりも全体的により攻撃的であったことを示した。しかし、非無作為化研究における事前効

果量は、無作為化研究での事前効果量値から大幅に異なるものではなかった。 
 

                                                 
5 アウトカム変数についての事前テスト測定結果が提供されなかったために調整することのできなかった準

実験的研究が 5 件あった。5 ケース全てにおいて、対照群は、処遇群の人口統計学的特性にマッチングする

ようにもともとの研究担当者によって選択されていた。5 つのケースのうちの 4 ケースについては、研究開

始時点で、両群間に人口統計学的および／または事前テスト測定値に関する有意差は無かったと研究者が明

確に述べていた。 
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表 1：研究特性（n=73） 
特性  N %  特性 N %  
出版年    性別構成   
1970 年代   5 7  男性なし（<5%） 6 8  
1980 年代 13 18  男性が何人かいる（<50%）  5 7  
1990 年代 26 36  男性が 50-60% 45 62  
2000 年代 29 40  ほとんど男性（>60%） 9 12  
    全て男性（>95%） 8 11  
出版状態       
未出版  25 34  年齢   
出版済（ピアレビュー誌） 48 66  4-5 歳 14 19  
    6-8 歳 16 22  
研究実施国    9-11 歳 31 42  
米国 65 89  12-16 歳 12 16  
カナダ 5 7     
イタリア 2 3  人種/民族（ 主な）   
オーストラリア 1 1  白人 31 43  
    黒人 14 19  
グループの割り付け    ヒスパニック 11 15  
無作為（個人） 6 8  アジア 1 1  
無作為（ｸﾞﾙｰﾌﾟ、学級） 26 36  混合 4 6  
非無作為 41 56  判らない 12 16  
       
事前テストによる調整    社会経済的地位   
あり  63 86  主に低階級 35 48  
なし  10 14  混合、全階級 21 29  
    主に中産階級 12 16  
脱落率    判らない  5 7  
なし 24 33     
1-10%  11 15  特定の人口集団   
11-20%  23 32  通常の学校 60 82  
>20%  15 21  通常の学校での問題のある生徒 2 3  
    特別支援教育学校/学級 11 15  
標本サイズ（処遇＋対照群）     
50 以下 26 36  処遇実施における評価者の役割  
51-100 15 21  処遇を実施 16 22  
101-200  16 22  処遇実施を監督 42 58  
201-500  8 11  影響力を持つが、実施はしない 9 12  
501 以上  8 11  研究の役割のみ 6 8  
       
事後テストのタイミング    通常業務プログラム   
処遇終了直後 54 74  研究プログラム 35 48  
1-5 週 10 14  実証目的プログラム 31 42  
6-36 週 9 12  通常業務プログラム 7 10  
 
 
 
 

   

次ページに続く
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表 1（続き）：研究特性（n=73） 
特性 N %  特性 N %  
研究におけるプログラム開発者の役割   処遇期間 
主任研究者がプログラム開発者 33 45  8 週間以下 22 30  
主任研究者が他のプログラムを変更 16 22  9-16 週間 24 33  
プログラム開発者の関与なし 24 33  17-34 週間 18 25  
   1 学年度以上 9 12  
実施に関わる問題     
あった 10 14  １週間当たりの活動回数   
あった可能性がある 16 22  1 週間当たり 1 回未満 4 6  
特に見られなかった 47 64  1 週間当たり 1 回 21 29  
  1 週間当たり 1-2 回 5 7  
実施担当者  1 週間当たり 2 回 19 26  
教員 30 41  1 週間当たり 2-3 回 10 14  
研究者、大学院生 13 18  1 週間当たり 3 回 1 1  
教員＋研究者 13 18  1 週間当たり 3-4 回 1 1  
介入の専門家 8 11  1 週間当たり 4 回 5 7  
（研究者により雇われた）  毎日（1 週間当たり 5 回)  7 10  
介入の専門家 4 6     
（研究者とは無関係）  処遇要素*    
教員＋仲間 4 6  社会的問題の解決 69 95  
自主実施（コンピュータ） 1 1  視点取得 45 62  
  怒りへの対処 30 41  
  ソーシャル・スキル 23 32  
  *相互に排他的ではない   
 
7 つのプログラムが通常業務プログラム（学校職員により現行の教育プログラムとして運営される）

としてコード化された。残りのプログラムは、研究または実証を主目的として、研究者達により実

施された。これに対応して、プログラム評価者／研究者が、処遇の実施、または処遇実施者の監督

に関与する場合が多かった。対象研究の 45 パーセントが、主要研究者が研究の一部分としてプロ

グラム開発したものであったのに対し、対象研究の 3 分の 1 では、プログラム開発者は研究プロジ

ェクトに関わり合いを持たなかった。対象研究のうち 22 パーセントを若干上回るものが、プログ

ラム開発者の関与は無く、プログラムの一部変更が主要研究者によりなされたものであった。これ

は、プログラムに対し、ある種の所有権を生じさせるかもしれない。すなわち、現行プログラムを

一部変更した結果、ある意味、研究者がプログラム開発者となるのである。 
 
普遍型プログラムから予期される通り、教員が最も一般的なプログラム実施者であった。プログラ

ム実施期間は比較的短く、約 3 分の 2 が 17 週間未満であった。活動の実施頻度は、週 1 回未満（い

くつかの長期間プログラムについて）から、毎日にまで及んだ。大多数のプログラムが、実施に関

する問題は特定されなかったと報告したのに対し、3 分の 1 を超えるものが、介入を意図通りに実

施することに関する何らかの問題に触れていた。これらの問題は、プログラムの全構成要素を実施

しなかったこと、または、事後データの収集前に、教員や学校が研究から脱落したことである場合

が多かった。最後に、プログラムの最も一般的な焦点は、社会的問題解決、視点取得、および、怒

りへの対処であった。行動的ソーシャル・スキルのトレーニングは、全プログラムの 32 パーセン

トで含まれていた。 
 
普遍型社会情報処理プログラムの平均効果 
選定基準を満たした 73 件の研究から、合計 162 の攻撃的または破壊的行動に関する標準化平均差

効果量が得られた。これら効果量は、処遇群と対照群との間にある介入後の差異を示すものである。

大多数の研究（51 件）が攻撃的行動について 2 個以上（2～10）の効果量を算出したのに対し、22
件の研究では、攻撃的行動について 1 個の効果量のみが算出された。攻撃的および破壊的行動に関

する同一研究内での複数個の測定は、攻撃的行動の異なる面（例えば、身体的および非身体的攻撃）
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についてのものであったか、異なる情報提供者により報告された同じタイプの攻撃的行動について

であった。 
 
一連の独立した効果量を分析用に準備するために、各種手順を組み合わせた。異なるタイプの攻撃

的行動に関する結果が報告されている場合には、対人関係における身体的攻撃性を最も顕著に表す

1 個または複数個の効果量を選択し、その他の効果量は切り捨てた。次に、情報提供者を変数とし

て分析に含めたいという理由により、効果量が複数個報告されている場合、異なる情報提供者から

の効果量は平均しないことにした。同一研究内で、同一情報提供者または情報源から複数の効果量

が報告されている場合には、それらの平均値を用いた。更に、異なる情報提供者から複数個の効果

量が報告された研究については、データ中、最も頻繁に登場する情報提供者から 1 つの効果量を選

択した。この場合、教員が最も一般的な情報提供者であり、続いて、参加者自身による自己報告で

あった。これらの手順により、以下の分析の対象となる 73 個の効果量が得られた。 
 
統合されたランダム効果平均値は .21（p<.001）であり、処遇群の対象者は、普遍型社会情報処理

プログラムへの参加後、対照群対象者よりも有意に低度の攻撃的および破壊的行動を有していたこ

とを示した。図 1 は、ランダム効果モデルに基づく効果量分布のフォレスト・プロットを示すもの

である。効果量は、-.58 から 1.48 にまで渡っている。この図は、大多数（75%以上）の効果が、大

きくはないが、正の値をとったことを示している。加重平均効果量の算出には分散の逆数が重みと

して用いられ、効果量値の信頼区間の計算には、各効果量が基づく対象者レベルでの標本サイズの

値が用いられていることに注意を払われたい。介入および統制条件への割り付け単位としては、グ

ループ（例えば、教室、学校）が多くの研究で使われていたため、これらの研究には、実効標本サ

イズを減少させる教室内または学校内での生徒のクラスター形成に関連する研究計画効果が含ま

れていたことになる。これら研究計画効果を推定するための根拠も、これに対応するために重み（分

散の逆数）を調整するための根拠も持ち合わせていないので、研究計画効果は、本稿で報告する分

析からは除外した。効果量の推定値、または推定値と調整変数との関係の強さは、これにより大き

く影響されるべきではないが、統計的有意性の水準が引き上げられ、信頼区間が低く見積もられる

こととなるであろう。 
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図 1：攻撃的および破壊的行動アウトカムに対する処遇後の効果量および信頼区間 
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調整効果の分析 
効果量に関しては、異なる研究間で有意なばらつきもあった。Q 統計量を用いて効果量の均質性の

検定を行ったところ（Hedges および Olkin、1985 年）、対象者レベルでの標本誤差からと考えられ

るよりも大きなばらつきが、研究を横断して見られた（Q72=199、p<.001）。このばらつきは、介入、

対象者、および、普遍型プログラム研究手法の性質に関連したものであると考えられた。従って、

次の段階では、効果量に最も強く関連する研究特性を特定することであった。 
 
研究手法と効果量との関係 
 

効果量に最も強く関連する研究特性を特定するために、まず、研究手法の質と研究効果との関係を

検討した。これにより、より本質的な注目点である介入および対象者特性を検討する際に、影響力

が強い研究手法変数で統制することが可能になる。 
 
研究手法の特性を表す様々な情報がコード化され、この分析で用いられた。関連する変数は以下の

通りである。 
 
従属変数の特性 

• 情報提供者：教員および対象者自身が、2 つの最も頻繁な情報提供者であった。これらはダ

ミー変数を用いてコード化され、2 つの変数とされた。ダミー変数としては、教員および自

己報告をそれぞれ 1 とし、準拠集団を 0 とした。 
• 測定のタイミング：ダミーコード化により、処遇終了直後の測定（ダミー変数：0）と、処

遇終了後 2 週間またはそれ以上の週数を経た後での測定（ダミー変数：1、経過週数は 2～
36 週間）とが区別された。 

研究計画の特性および問題点 
• 研究計画は、3 つのダミー変数を用いて分類された：個人レベルでの無作為割付、グループ

またはクラスター・レベルでの無作為割付、および、非無作為割付（それぞれのダミー変数

は 1、準拠集団のダミー変数は 0）とした。 
• 事前テストに従った調整：ダミー変数により、事後の平均差効果量が、事前の差異に合わせ

て調整されたかどうかが示される（ダミー変数 1：調整済み、ダミー変数 0：調整なし）。 
• 脱落率：割付時から事後テストまでの間に発生した減少率（パーセンテージ値） 

その他 
• 効果量の総数 

 
これら研究手法変数の一つ一つと、攻撃的および破壊的行動についての効果量との相関関係を検証

した。この相関関係は、最尤推定法を用いた分散の逆数を重みとするランダム効果モデルでのゼロ

次相関であり、表 2 に示されている（Raudenbush, 1994）。 
 
 
表 2：研究手法特性および攻撃的行動に対する効果量のゼロ次相関（n=73）  
手法変数  相関関係   p  
教員により報告された従属変数 (1) vs. その他 (0)  .04  .72  
自己報告された従属変数 (1) vs. その他 (0)  -.17  .11  
測定のタイミング、直後 (1) vs. その後 (0)  .01  .95  
無作為割付、個人 (1) vs. その他 (0)  .01  .89  
ｸﾗｽﾀｰ単位での無作為割付 (1) vs. その他 (0)  -.04  .71  
非無作為的割付け (1) vs. その他 (0)  .03  .77  
事前テストによる調整 (1) vs. 調整なし (0)  -.17  .11  
脱落率 (% 減少)  -.14  .19  
効果量の総数 -.05  .64  
注：加重ランダム効果分析 
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検証した研究手法特性と効果量との間には、有意な関係が全く見いだせなかった。最も目に付くの

は、個人レベルでの無作為割付を用いた研究と、グループ・レベルでの無作為化または対象者を群

に割付ける際に非無作為的手法が用いられた研究との間には、差異がなかったという結果である。

加えて、測定のタイミングは、攻撃的および破壊的行動アウトカムに、有意な影響を及ぼさなかっ

た。しかし、個人レベルでの無作為割付を用いた研究の数、および、より長い追跡期間を用いた研

究の数が少ない点に、注意を払われたい（表 1 に示されているように）。 
 
統計的に有意ではないが、以下の 3 つの研究手法変数と、効果量との間に大きな相関があった。自

己報告された従属変数、事前テストに従った調整、および脱落率である。攻撃的行動アウトカムが

自己報告された場合の効果量は、教員またはその他の情報提供者により報告された場合よりも小さ

かった。事前テスト時に両群間にあった差異に従って調整することができた効果量は、予期通り、

調整不可能のものよりも小さかった。また、研究における脱落率が大きくなるにつれて、効果量は

小さくなった。効果量とのゼロ次相関は有意ではないが、これら 3 つの変数は、以下に続く全ての

分析に持ち越し、研究手法変数の統制として用いた。更に、割付方法が持つどのような影響も明ら

かにするために、非無作為的割付を表すダミー変数を以下に持ち越し、全ての分析で用いた。 
 
その他の研究特性と効果量との関係 
 
上で特定された影響力の強い研究手法変数に留意しつつ、次に、重要な実質的研究特性を検証した。

この分析は、上で記述されたものとほとんど同じ手順を踏むが、先に特定された 4 つの研究手法変

数で統計的に統制する。分散の逆数で加重したランダム効果モデルに基づく一連の重回帰分析を、

4 つの手法変数を統制した条件で、それぞれの研究特性（単一の研究特性を含む）について行った

（Raudenbush, 1994）。わたしたちは、まず、その他の研究特性からの交絡が無い状態でそれぞれ

の研究特性と効果量との関係を特定するために、これら分析のひとつひとつを個別に実施すること

にした。これらの回帰分析の結果は、表 3 に示されている。 
 
研究一般特性の中で、出版年および出版状態は、効果量に有意に関連していなかった。普遍型社会

情報処理プログラムに関する未出版の研究から、出版済の研究結果を大きく下回る効果は見られな

かった。実際、表 3 中、出版状態のベータ値は、実質的にゼロである。しかし、研究実施国は、効

果量に有意に関連していた。これは、米国での研究が、社会経済的地位といった、より大きな効果

に関連する重要な特性を反映している可能性が高い。低社会経済的地位に分類される生徒に関する

研究のほとんど全てが、米国で実施された。 
 
検証した生徒特性の中では、社会経済的地位のみが、効果量に有意に関連していた。低社会経済的

地位にある家庭、または、低所得層出身の生徒が大きな割合で在籍する学校からの子どもたちは、

比較的高い社会経済的地位を有するコミュニティ出身の生徒たちよりも、処遇後により大きな改善

を手に入れた（より低度の攻撃的行動を示した）。社会情報処理プログラムで教えられたスキルの

タイプが、治安の悪い地域に立地する学校に通う生徒にとって、また、同じような経済的困難に直

面する仲間と交流する際に、特に有益であるのかもしれない。 
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表 3：手法変数が統制された条件での研究特性および攻撃的行動効果量の関係（n=73） 
研究特性 β (手法は統制) a  
研究一般特性  

出版年 -.002  

出版済 (1) vs. 未出版 (0)  -.01  

米国 (1) vs. カナダ、ヨーロッパ (0)  .23*  

  

生徒の特性  

性別による構成 (男性の割合、%)  -.02  
年齢 -.10  

低社会経済的地位 (1) vs. 混合、または中産階級以上 (0)  .27*  

通常 (1) vs. 通常学級での特殊集団 (2)  
           vs. 特別支援学校/学級での特殊集団 (3)       

.05  

  

研究での評価者/研究者の役割  

通常業務プログラム (1=研究目的、2=実証目的、3=通常業務)  -.16  

プログラム開発者が研究者 (1) vs. 研究者ではない (0)  .10  

研究者がプログラムを変更、はい (1) vs. いいえ (0)  -.03  

  

実施担当者  

教員 (1) vs. その他 (0)  -.02  

研究者 (1) vs. その他 (0)  -.12  

専門のサービス提供者 (1) vs. その他 (0)  .21  

  

処遇の量と質  

処遇期間 (週単位)  -.03  

1 週間当たりの活動回数 (1=1 週間当たり 1 回未満、から 9=毎日)  .28*  

実施に関する問題 (1=あった、2=あった可能性がある、3=無かった)  .28*  

  

処遇要素  

怒りへの対処の要素 (1) vs. その他 (0)  .07  
社会的問題解決の要素 (1) vs. その他 (0)  -.07  

視点取得の要素 (1) vs. その他 (0)  .01  

行動的ソーシャル・スキルの要素 (1) vs. その他 (0)  .02  
注：加重ランダム効果分析 
a 手法統制：自己報告された従属変数、事前テストに応じた調整、脱落率、非無作為割付 
* p<.05  
 
 
研究における研究者の役割を表す変数の中で、効果量と有意に関連付けられるものは見つからなか

った。プログラム開発者が実施した調査研究が、プログラム開発者から独立した別の者により実施

された研究よりも肯定的な結果をもたらすという傾向は無かった。同様に、現行のプログラムを変

更した研究者が、変更無しのプログラムに比べて、プログラムの有効性を減少（または増加）させ

るということも見られなかった。最後に、表 3 中のベータ値は、無視できる大きさのものではなく、

また、通常業務として実施されたプログラムの全体平均値は、研究および実証目的で実施されたプ
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ログラムの平均値よりも小さかったが、通常業務によるより現実的な環境で実施された少数のプロ

グラムと、研究または実証目的で実施されたプログラムとの間に有意な差は無かった。 
 
研究者は最低効果量に関連し、サービス専門家（ソーシャル・ワーカー、カウンセラー等）は最高

効果量に関連したものの、実施者の違いが効果量に有意な影響を及ぼしてはいなかった。 
 
処遇の期間は、プログラム効果に有意に影響を及ぼさなかった。ここでレビューされている普遍型

社会情報処理プログラムの大多数は、概して、比較的短期間のもので（表 1 参照）、3 分の 2 が実

施期間 20 週以下のものであった。しかし、1 週間あたりの活動頻度およびプログラム実施の質は、

両方とも、プログラムの有効性に有意に関連していた。より頻繁に提供されたプログラムは、それ

ほど頻繁ではなかったものよりも、攻撃的および破壊的行動を大きく減少させた。更に、実施に伴

う問題は、プログラムの有効性に強く関連していた。処遇実施に問題があった研究からは、より小

さな効果量が得られた。 
 
研究特性としてわたしたちが最後に検証したのは、社会情報処理プログラムで最も一般的に用いら

れる 3 つの処遇様式（怒りへの対処、社会的問題解決、および視点取得）を表す一連のダミー変数

と、認知的アプローチを伴うプログラム構成に加えて行動的ソーシャル・スキル訓練の要素があっ

たことを表す一つのダミー変数とである。表 3 から明らかなように、処遇様式の違いは、肯定的に

も否定的にも、アウトカムに関連してはいなかった。全ての異なる処遇様式が、攻撃的および破壊

的行動を同程度減少させた。 
 
攻撃的および破壊的行動に対して観測された効果の調整変数 
 
最後に、上で特定された決定的に重要な意味を持ついくつかの変数が持つ相対的な影響力を検証す

ることで、効果量に対する重要な調整変数を分析した。先に特定された 4 つの研究手法変数と、表

3 中、ベータ値が .10 よりも大きな値をとる全ての変数とを投入し、分散の逆数で加重したランダ

ム効果モデルに基づく重回帰分析を実施した。分析結果は、表 4 に示されている。 
 
このモデルでは、4 つの変数に関して重要な結果が得られた（社会経済的地位、通常業務、活動の

頻度、および、実施の質）。低社会経済的地位にいる子どもたち、または、低社会経済的環境に立

地する学校に通う子どもたちは、労働者階級および中産階級の家庭の子どもたちよりも、社会情報

処理プログラムへの参加後、より大きな攻撃的および破壊的行動の減少を見せた。これは、低社会

経済的地位にいる子どもたちが、もともと社会情報処理面で欠ける部分が大きかったため、より大

きな改善の余地があったということかもしれない。都市部の低社会経済的環境に立地する学校に通

う子どもたちは、郊外の学校に通う子どもたちよりも、犯罪の被害者になる可能性が高い（DeVoe
ら、2005 年）。社会情報処理プログラムは、反社会的行動の発生率が高い学校で、子どもたちが被

害者になることを避け、自分自身の行動を制御する助けとなる認知的スキルを教えるのかもしれな

い。 
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表 4：普遍型社会情報処理プログラムにおける効果量調整変数の回帰モデル（n=73） 
研究特性     β 
手法特性  
自己報告された従属変数 (1) vs. その他全て (0)  -.18  
事前テストによる調整あり (1) vs. 調整なし (0)  -.07  
脱落率 (%)  .07  
非無作為的割付 (1) vs. その他全て (0)  -.01 
   
研究一般特性  
米国 (1) vs. カナダ、ヨーロッパ (0)  .12  
  
生徒の特性  
低社会経済的地位 (1) vs. 混合、または中産階級以上 (0)  .20*  
  
研究での評価者/研究者の役割  
通常業務プログラム (1) vs. 研究および実証目的 (0)  -.29** 
   
実施担当者  
研究者 (1) vs. その他全て (0)  -.05  
専門のサービス提供者 (1) vs. その他全て (0)  .18 
   
処遇の量と質  
1 週間当たりの活動頻度 .22*  
実施に関する問題 (1=あり、2=あった可能性がある、3=無かった)  .22**  
注：加重ランダム効果分析 
 ** p<.05; * p<.10  
 
 
通常業務プログラムは、研究および実証目的に実施されたプログラムよりも有意に小さな効果であ

った。また、問題を生じることなく実施されたプログラムは、より大きな攻撃的および破壊的行動

の減少を示した。通常業務プログラムは、あまり円滑に実施されなかったものの（即ち、通常業務

プログラム、および実施の質は、相関していた）、このモデル中、実施の質に関する変数を統制し

た条件でも、あまり有効ではなかった。更に、実施の質に劣るプログラムは、研究の下に実施され

たのか、通常業務の環境下で実施されたのかに関係なく、あまり有効ではなかった。最後に、1 週

間当たりの処遇活動頻度がより高いプログラムは、攻撃的および破壊的行動を減少させることに対

してより有効であった。社会情報処理プログラムで強調される認知的スキルは習得するのが難しく、

より頻繁に実施されるプログラムには、実践および補強のための機会がより多く含まれるというこ

とかもしれない。前回の訓練から習得した概念がより鮮明に、または、より顕著に残るので、頻繁

に実施されるプログラムでは、子どもたちが様々な認知的スキルをより速く習得することも可能に

なるのかもしれない。 
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結論 
 
このシステマティック・レビューは、学齢期の子どもたちの攻撃的および破壊的行動に対する校内

での社会情報処理普遍型介入の効果を調べることを目的とした。学校環境で広く生徒一般を対象に

実施された社会情報処理プログラムに関する研究を 73 件特定することができ、全体的に肯定的な

効果が明らかにされている。同級生と一緒に社会情報処理プログラムに参加した生徒は、処遇後、

プログラムに参加しなかった生徒よりも、攻撃的および破壊的行動が低いものだった。統合された

加重平均効果量は .21 で、大きな値ではないが、統計的に有意であった。効果量値の 80%近くが正

の値をとった。 
 
アウトカムに関しては、レビュー対象となった 73 件の研究の間で有意な異質性があり、調整変数

の分析からは、いくつかの興味深い結果が得られた。研究間の手法および手順に関する違いによっ

て、研究アウトカムに対して、それほど大きな影響を有してはいないことが明らかになった。手法

的により高い質を有している研究（例えば、無作為割付を用いたもの、低い脱落率を有するもの）

は、それほど厳密ではない手法を用いたものよりも、良い（または悪い）アウトカムをもたらさな

かった。従って、プログラム効果に関する研究間の違いは研究手法に関連しているわけではなく、

また、レビュー対象に含めた準実験的研究により、わたしたちの分析結果が偏ったわけでもないよ

うだ。 
 
1 週間を通してより頻繁に実施された社会情報処理プログラムは、それほど頻繁ではないものより

も、効果的であった。研究および実証目的に実施されたプログラム、および、実施面で目立って問

題が無かったプログラムが、最も高い効果を示した。通常業務環境下で実施されたプログラムの効

果は、実施の質とは無関係に効果は最小であった。通常業務プログラムの実施期間は、研究および

実証目的のものよりも長い傾向にあり、これにより、生徒にとってのプログラム強度や重要性が減

少した可能性がある。 
 
反社会的行動を防ぐための普遍型プログラムは、多くの学校において、暴力防止策の一部となって

いる。学校管理者および教員は、防止プログラムに関して幅広い選択肢があり、より効果的なプロ

グラムを選択することに関心を持っている。統合された平均効果量（.21）は、普遍型社会情報処理

プログラムが攻撃的および破壊的行動を減少させることに対して効果的であること示している。こ

れを、学校での攻撃的行動の典型的なレベルに換算することで、より具体的な表現に言い換えるこ

とができる。1999 年の「青少年の問題行動に関する調査」Youth Risk Behavior Survey によると、生

徒の 14.2%が、調査の前年に校内で身体的な争いに関わったことを報告した。1995 年および 1997
年には、それぞれ生徒の 15.5%、14.8%が、身体的な争いへの関与を報告した（Centers for Disease 
Control and Prevention、2002 年）。これらの数値から推測し、処遇を受けなかった生徒の約 15%が

1 学年度中に 1 件の喧嘩に関わり合いを持つことになると仮定すれば、普遍型社会情報処理プログ

ラムの統合された効果量（ .21）は、約 7 パーセント・ポイントの喧嘩の減少と言い換えられる。

即ち、もし、社会情報処理のトレーニングを受けなかった生徒の 15%が、介入前に喧嘩に関わり合

いを持っていたとしたら、社会情報処理プログラムの生徒の約 8%のみが喧嘩に関わり合いを持っ

ていたということである。最も効果的なプログラムはこれよりも大きな効果を持っており、従って、

攻撃的行動の割合を更に大きく減少させるであろう。例えば、低所得環境に立地する学校において、

または、実施の質に焦点が当てられた場合には、反社会的行動のより大幅な減少が達成されるかも

しれない。 
 

 

更新の計画 
 
筆者は、本レビューを更新し、初回レビューの後に報告された新規研究、および、検索から漏れた

先行研究のうち特定され所在が明らかになったものを対象に含めることに責任を持つ。更新は、ほ

ぼ 3 年毎に行う予定である。 
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訳注：ゴシック・アンダーラインは教育政策エビデンス研究会による。 
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Orpinas, 1993 (School C, Boys)  Non-random Self-report Yes .00 1 
Orpinas, 1993 (School C, Girls)  Non-random Self-report Yes .00 1 
Orpinas, 1993 (School D, Boys)  Non-random Self-report Yes .06 1 
Orpinas, 1993 (School D, Girls)  Non-random Self-report Yes .00 1 
Petit, 1999  Random Teacher-report Yes .42 1 
PrideLawson, 1998  Gp. Random Teacher-report Yes .00 1 
Quinn, 2002  Gp. Random Teacher-report No .07 1 
Rickel, Eshelman, & Loigman, 1983  Random Observation Yes .22 1 
Robinson, 1999 Gp. Random Teacher-report Yes .00 3 
      
     Continued
訳者注：Non-random（非無作為的）、Gp. Random（グループでの無作為的）、Random（無作為的） 、Self-report（自己

報告） 、Teacher-report（教員報告） 、Observation（観察） 、Archive（保管記録） 、Mult. informant（複数の情報提供者） 、
Peer report（仲間による報告）。 
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表 A1（続き）：研究ごとの手法変数 
執筆者名および出版年 割付け方法 情報提供者/ 事前ﾃｽﾄに 脱落率 効果量の 
  情報源 よる調整 （%） 総数 
Sandy & Boardman, 2000  Gp. Random Teacher-report Yes .38 1 
Sawyer, et al., 1997  Non-random Teacher-report Yes .13 1 
Seifer, et al., 2004  Gp. Random Peer report No .14 1 
Serna, et al., 2000  Non-random Teacher-report Yes .14 4 
Serna, et al., 2003  Non-random Teacher-report Yes .12 1 
Shapiro, 1998  Gp. Random Teacher-report Yes .12 1 
Shapiro, et al., 2002  Non-random Teacher-report Yes .70 4 
Shure & Spivack, 1980  Non-random Teacher-report Yes .00 1 
Stoia, 1997  Non-random Teacher-report Yes .19 5 
Taub, 2002  Non-random Observation Yes .17 2 
Weddle & Williams, 1993  Non-random Teacher-report No .14 2 
Weissberg, et al., 1981a  Non-random Teacher-report Yes .00 1 
Weissberg, et al., 1981b  Non-random Teacher-report Yes .07 1 
Winer, et al., 1982  Non-random Teacher-report Yes .00 1 
Work & Olsen, 1990  Non-random Teacher-report Yes .00 1 
訳者注：Non-random（非無作為的）、Gp. Random（グループでの無作為的）、Random（無作為的） 、Self-report（自己

報告） 、Teacher-report（教員報告） 、Observation（観察） 、Archive（保管記録） 、Mult. informant（複数の情報提供者） 、
Peer report（仲間による報告）。 
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表 A2：研究ごとの研究特性 
執筆者名および出版年 評価者の役割 通常業務  プログラム開発者の役割 
    
Aber, et al., 1998  Research only  Routine  Not affiliated  
Allen, 1978  Supervised Tx  Research  Not affiliated  
Allen, et al., 1976  Supervised Tx  Demonstration  Developer is researcher  
Amish, et al., 1988  Supervised Tx  Research  Developer is researcher  
Baldry & Farrington, 2004 (Age 11-13)  Delivered Tx  Research  Developer is researcher  
Baldry & Farrington, 2004 (Age 13-15)  Delivered Tx  Research  Developer is researcher  
Bosworth, et al., 2000  Supervised Tx  Demonstration  Developer is researcher  
Botzer, 2003  Research only  Routine  Not affiliated  
Brown & Greenspan, 1984  Delivered Tx  Demonstration  Developer is researcher  
Cisek, 1979  Delivered Tx  Research  Researcher modified  
Colletti, 2000  Supervised Tx  Routine  Developer is researcher  
CPPRG, 1999  Supervised Tx  Demonstration  Developer is researcher  
Denham & Burton, 1996  Supervised Tx  Demonstration  Researcher modified  
Desbiens & Royer, 2003  Supervised Tx  Research  Not affiliated  
Dodsworth, 2002 (Boys)  Delivered Tx  Research  Researcher modified  
Dodsworth, 2002 (Girls)  Delivered Tx  Research  Researcher modified  
DuRant, Barkin, & Krowchuk, 2001  Supervised Tx  Demonstration  Developer is researcher  
Etscheidt, 1985  Supervised Tx  Research  Researcher modified  
Farrell, et al., 2003  Research only  Routine  Developer is researcher  
Farrell, Meyer, & White, 2001  Supervised Tx  Demonstration  Developer is researcher  
Farrell, Meyer, Sullivan, & Kung, 2003  Supervised Tx  Demonstration  Developer is researcher  
Farrell, Valois, & Meyer, 2002  Research only  Routine  Developer is researcher  
Feindler, Marriott, & Iwata, 1984  Supervised Tx  Research  Developer is researcher  
Flay, et al., 2004 (Boys)  Supervised Tx  Demonstration  Developer is researcher  
Flay, et al., 2004 (Girls)  Supervised Tx  Demonstration  Developer is researcher  
Gesten, et al., 1981  Supervised Tx  Demonstration  Developer is researcher  
Grayson, Gadow, & Sprafkin, 1987  Supervised Tx  Research  Not affiliated  
Grossman, et al., 1997  Affiliated  Demonstration  Not affiliated  
Henderson, 1982  Delivered Tx  Research  Researcher modified  
Herrmann & McWhirter, 2003  Supervised Tx  Demonstration  Developer is researcher  
Hughes, 2003  Delivered Tx  Research  Developer is researcher  
Hunter, 1999 (Asian students)  Supervised Tx  Demonstration  Developer is researcher  
Hunter, 1999 (Black students)  Supervised Tx  Demonstration  Developer is researcher  
Hunter, 1999 (White students)  Supervised Tx  Demonstration  Developer is researcher  
Johnson, 2001  Delivered Tx  Research  Not affiliated  
Kumpfer, Alvarado, Tait, & Turner, 2002  Supervised Tx  Demonstration  Not affiliated  
Lemisch, 1998  Delivered Tx  Research  Researcher modified  
Lillenstein, 2002  Supervised Tx  Research  Not affiliated  
Lynch, Geller, & Schmidt, 2004 (MI site)  Supervised Tx  Demonstration  Developer is researcher  
Lynch, Geller, & Schmidt, 2004 (VA site)  Supervised Tx  Research  Developer is researcher  
McCabe, 2000  Supervised Tx  Demonstration  Not affiliated  
McPhee, 1994  Supervised Tx  Research  Not affiliated  
Nelson & Carson, 1988 (3rd Grade)  Delivered Tx  Research  Researcher modified  
Nelson & Carson, 1988 (4th Grade)  Delivered Tx  Research  Researcher modified  
Olexa & Forman, 1984  Delivered Tx  Research  Researcher modified  
Orpinas, 1993 (School A, Boys)  Affiliated  Demonstration  Not affiliated  
Orpinas, 1993 (School A, Girls)  Affiliated  Demonstration  Not affiliated  
Orpinas, 1993 (School B, Boys)  Affiliated  Demonstration  Not affiliated  
Orpinas, 1993 (School B, Girls)  Affiliated  Demonstration  Not affiliated  
Orpinas, 1993 (School C, Boys)  Affiliated  Demonstration  Not affiliated  
Orpinas, 1993 (School C, Girls)  Affiliated  Demonstration  Not affiliated  
Orpinas, 1993 (School D, Boys)  Affiliated  Demonstration  Not affiliated  
Orpinas, 1993 (School D, Girls)  Affiliated  Demonstration  Not affiliated  
Petit, 1999  Delivered Tx  Research  Researcher modified  
PrideLawson, 1998  Delivered Tx  Research  Developer is researcher  
Quinn, 2002  Supervised Tx  Research  Researcher modified  
Rickel, Eshelman, & Loigman, 1983  Supervised Tx  Demonstration  Not affiliated  
Robinson, 1999  Supervised Tx  Research  Researcher modified  
    

Continued
訳者注：Research only（研究のみ）、Supervised Tx（処遇を監督）、Delivered Tx（処遇を実施）、Affiliated（関係があっ

た）、Routine（通常業務ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）、Research（研究目的）、Demonstration（実証目的）、Not affiliated（関連なし）、Developer 
is researcher（開発者が研究者）、Researcher modified（研究者がﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを変更）。 
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表 A2（続き）：研究ごとの研究特性 
執筆者名および出版年 評価者の役割 通常業務  プログラム開発者の役割 
    
Sandy & Boardman, 2000  Supervised Tx  Demonstration  Developer is researcher  
Sawyer, et al., 1997  Supervised Tx  Research  Not affiliated  
Seifer, et al., 2004  Research only  Routine  Not affiliated  
Serna, Nielsen, Lambros, & Forness, 2000  Supervised Tx  Research  Developer is researcher  
Serna, Nielsen, Mattern, & Forness, 2003  Supervised Tx  Demonstration  Developer is researcher  
Shapiro, 1998  Delivered Tx  Research  Researcher modified  
Shapiro, et al., 2002  Supervised Tx  Demonstration  Developer is researcher  
Shure & Spivack, 1980  Supervised Tx  Research  Developer is researcher  
Stoia, 1997  Supervised Tx  Research  Researcher modified  
Taub, 2002  Research only  Routine  Not affiliated  
Weddle & Williams, 1993  Supervised Tx  Research  Not affiliated  
Weissberg, et al., 1981a  Supervised Tx  Research  Developer is researcher  
Weissberg, et al., 1981b  Supervised Tx  Research  Developer is researcher  
Winer, et al., 1982  Supervised Tx  Research  Developer is researcher  
Work & Olsen, 1990  Supervised Tx  Research  Researcher modified  
訳者注：Research only（研究のみ）、Supervised Tx（処遇を監督）、Delivered Tx（処遇を実施）、Affiliated（関係があっ

た）、Routine（通常業務ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）、Research（研究目的）、Demonstration（実証目的）、Not affiliated（関連なし）、Developer 
is researcher（開発者が研究者）、Researcher modified（研究者がﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを変更）。 
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表 A3：研究ごとのプログラム構成要素 
執筆者名および出版年 怒りへの対処 社会的問題 視点取得 行動的 
  の解決  ソーシャル・

スキル 
Aber, et al., 1998  No Yes Yes Yes 
Allen, 1978  No Yes Yes No 
Allen, et al., 1976  No Yes No No 
Amish, et al., 1988  No Yes No No 
Baldry & Farrington, 2004 (Age 11-13)  No Yes Yes No 
Baldry & Farrington, 2004 (Age 13-15)  No Yes Yes No 
Bosworth, et al., 2000  Yes Yes Yes No 
Botzer, 2003  Yes Yes Yes No 
Brown & Greenspan, 1984  No Yes No No 
Cisek, 1979  No Yes Yes No 
Colletti, 2000  Yes No No No 
CPPRG, 1999  Yes Yes No Yes 
Denham & Burton, 1996  No Yes Yes No 
Desbiens & Royer, 2003  Yes Yes No Yes 
Dodsworth, 2002 (Boys)  No Yes No No 
Dodsworth, 2002 (Girls)  No Yes No No 
DuRant, Barkin, & Krowchuk, 2001  Yes Yes No Yes 
Etscheidt, 1985  Yes Yes No No 
Farrell, et al., 2003  No Yes No Yes 
Farrell, Meyer, & White, 2001  No Yes No Yes 
Farrell, Meyer, Sullivan, & Kung, 2003  No Yes No Yes 
Farrell, Valois, & Meyer, 2002  No Yes No Yes 
Feindler, Marriott, & Iwata, 1984  Yes Yes No No 
Flay, et al., 2004 (Boys)  Yes Yes Yes Yes 
Flay, et al., 2004 (Girls)  Yes Yes Yes Yes 
Gesten, et al., 1981  No Yes Yes No 
Grayson, Gadow, & Sprafkin, 1987  No Yes Yes No 
Grossman, et al., 1997  Yes Yes Yes No 
Henderson, 1982  No No Yes Yes 
Herrmann & McWhirter, 2003  No Yes No Yes 
Hughes, 2003  No Yes No No 
Hunter, 1999 (Asian students)  No Yes Yes No 
Hunter, 1999 (Black students)  No Yes Yes No 
Hunter, 1999 (White students)  No Yes Yes No 
Johnson, 2001  No Yes No No 
Kumpfer, Alvarado, Tait, & Turner, 2002  No Yes Yes No 
Lemisch, 1998  No Yes Yes No 
Lillenstein, 2002  Yes Yes Yes No 
Lynch, Geller, & Schmidt, 2004 (Michigan site)  Yes Yes Yes Yes 
Lynch, Geller, & Schmidt, 2004 (Virginia site)  Yes Yes Yes Yes 
McCabe, 2000  Yes Yes Yes No 
McPhee, 1994  No Yes No No 
Nelson & Carson, 1988 (3rd Grade)  No Yes No Yes 
Nelson & Carson, 1988 (4th Grade)  No Yes No Yes 
Olexa & Forman, 1984  No Yes No No 
Orpinas, 1993 (School A, Boys)  Yes Yes Yes No 
Orpinas, 1993 (School A, Girls)  Yes Yes Yes No 
Orpinas, 1993 (School B, Boys)  Yes Yes Yes No 
Orpinas, 1993 (School B, Girls)  Yes Yes Yes No 
Orpinas, 1993 (School C, Boys)  Yes Yes Yes No 
Orpinas, 1993 (School C, Girls)  Yes Yes Yes No 
Orpinas, 1993 (School D, Boys)  Yes Yes Yes No 
Orpinas, 1993 (School D, Girls)  Yes Yes Yes No 
Petit, 1999  Yes Yes No No 
PrideLawson, 1998  Yes No No No 
Quinn, 2002  Yes Yes No Yes 
Rickel, Eshelman, & Loigman, 1983  No Yes Yes No 
Robinson, 1999  Yes Yes Yes Yes 
     
    Continued 
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表 A3（続き）：研究ごとのプログラム構成要素 
執筆者名および出版年 怒りへの対処 社会的問題の

解決 
視点取得 行動的ソーシ

ャル・スキル

Sandy & Boardman, 2000  No Yes Yes Yes 
Sawyer, et al., 1997  No Yes Yes No 
Seifer, et al., 2004  No Yes Yes No 
Serna, Nielsen, Lambros, & Forness, 2000  No Yes No Yes 
Serna, Nielsen, Mattern, & Forness, 2003  No Yes No Yes 
Shapiro, 1998  Yes No Yes No 
Shapiro, et al., 2002  Yes Yes Yes Yes 
Shure & Spivack, 1980  No Yes Yes No 
Stoia, 1997  No Yes Yes Yes 
Taub, 2002  Yes Yes Yes No 
Weddle & Williams, 1993  No Yes Yes No 
Weissberg, et al., 1981a  No Yes Yes No 
Weissberg, et al., 1981b  No Yes Yes No 
Winer, et al., 1982  No Yes No No 
Work & Olsen, 1990  No Yes Yes No 
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表 A4:：研究ごとの一般記述子および対象者特性 
 
執筆者名および出版年 

 
出版済 

 
研究実施国

 
特殊集団 

 
男性の比率（％）

 
年齢 

 
人種 

 
社会経済的地位が低い 

Aber, et al., 1998  Yes USA  General  50-60%  9  Mixed  Yes 
Allen, 1978  No USA  General  50-60%  4 Missing  Yes 
Allen, et al., 1976  Yes USA  General  50-60%  9  Anglo  No 
Amish, et al., 1988  Yes USA  Special ed  > 60%  9.5  Missing  Yes 
Baldry & Farrington, 2004 (Age 11-13)  Yes Italy  General  50-60%  12  Anglo  No 
Baldry & Farrington, 2004 (Age 13-15)  Yes Italy  General  50-60%  14  Anglo  No 
Bosworth, et al., 2000  Yes USA  General  < 50%  12  Anglo  No 
Botzer, 2003  No USA  General  50-60%  8  Missing  No 
Brown & Greenspan, 1984  Yes USA  Special ed  50-60%  16  Anglo  Yes 
Cisek, 1979  No USA  General  50-60%  12  Anglo  No 
Colletti, 2000  No USA  Special ed  > 60%  13.76  Missing  No 
CPPRG, 1999  Yes USA  General  50-60%  6  Anglo  Yes 
Denham & Burton, 1996  Yes USA  General  50-60%  4.1  Mixed  Yes 
Desbiens & Royer, 2003  Yes Canada  At-risk (reg. school)  > 60%  8  Anglo  No 
Dodsworth, 2002 (Boys)  No Canada  General  all male  11.6  Missing  Missing 
Dodsworth, 2002 (Girls)  No Canada  General  all female  11.6  Missing  Missing 
DuRant, Barkin, & Krowchuk, 2001  Yes USA  General  50-60%  6  Black  Yes 
Etscheidt, 1985  Yes USA  Special ed  > 60%  15  Missing  Missing 
Farrell, et al., 2003  Yes USA  General  50-60%  11.35  Anglo  Yes 
Farrell, Meyer, & White, 2001  Yes USA  General  50-60%  11.7  Black  Yes 
Farrell, Meyer, Sullivan, & Kung, 2003  Yes USA  General  50-60%  12.8  Black  Yes 
Farrell, Valois, & Meyer, 2002  Yes USA  General  50-60%  11  Anglo  Yes 
Feindler, Marriott, & Iwata, 1984  Yes USA  Special ed  50-60%  14.1  Missing  No 
Flay, et al., 2004 (Boys)  Yes USA  General  all male  10.8  Black  Yes 
Flay, et al., 2004 (Girls)  Yes USA  General  all female  10.8  Black  Yes 
Gesten, et al., 1981  Yes USA  General  50-60%  7.5  Anglo  No 
Grayson, Gadow, & Sprafkin, 1987  No USA  Special ed  > 60%  8.9  Anglo  Missing 
Grossman, et al., 1997  Yes USA  General  50-60%  8.2  Anglo  No 
Henderson, 1982  No USA  General  50-60%  11  Anglo  No 
Herrmann & McWhirter, 2003  Yes USA  Special ed  > 60%  13  Hispanic  Missing 
Hughes, 2003  No USA  General  < 50%  11  Black  Yes 
Hunter, 1999 (Asian students)  No USA  General  50-60%  9  Asian  No 
Hunter, 1999 (Black students)  No USA  General  50-60%  9  Black  No 
Hunter, 1999 (White students)  No USA  General  50-60%  9  Anglo  No 
Johnson, 2001  No USA  General  50-60%  4  Mixed  Yes 
        

continued 
訳者注：General（通常の学校）、Special ed（特別支援教育）、At-risk (reg. school)（通常の学校での危険性のある生徒）、Mixed（混合）、Missing （判らない）、 
Anglo（ｱﾝｸﾞﾛｻｸｿﾝ系）、Black（黒人）、Hispanic（ﾋｽﾊﾟﾆｯｸ系）、Asian（ｱｼﾞｱ系）。 
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表 A4（続き）：研究ごとの一般記述子および対象者特性 
 
執筆者名および出版年 

 
出版済 

 
研究実施国

 
特殊集団 

 
男性の比率（％）

 
年齢 

 
人種 

 
社会経済的地位が低い 

Kumpfer, Alvarado, Tait, & Turner, 2002  Yes USA  General  50-60%  6  Anglo  No 
Lemisch, 1998  No USA  Special ed  > 60%  10  Anglo  No 
Lillenstein, 2002  No USA  General  50-60%  6  Anglo  No 
Lynch, Geller, & Schmidt, 2004 (Michigan site)  Yes USA  General  50-60%  4.4  Anglo  Yes 
Lynch, Geller, & Schmidt, 2004 (Virginia site)  Yes USA  General  50-60%  4  Missing  Yes 
McCabe, 2000  No USA  General  50-60%  4.167  Anglo  No 
McPhee, 1994  No  USA  General  50-60%  4.25  Anglo  No  
Nelson & Carson, 1988 (3rd Grade)  Yes  Canada  General  50-60%  8  Anglo  No  
Nelson & Carson, 1988 (4th Grade)  Yes  Canada  General  50-60%  9  Anglo  No  
Olexa & Forman, 1984  Yes  USA  General  > 60%  9.5  Black  Yes  
Orpinas, 1993 (School A, Boys)  No  USA  General  all male  11.5  Hispanic  No  
Orpinas, 1993 (School A, Girls)  No  USA  General  all female  11.5  Hispanic  No  
Orpinas, 1993 (School B, Boys)  Yes  USA  General  all male  11.4  Hispanic  No  
Orpinas, 1993 (School B, Girls)  Yes  USA  General  all female  11.4  Hispanic  No  
Orpinas, 1993 (School C, Boys)  Yes  USA  General  all male  11.5  Anglo  No  
Orpinas, 1993 (School C, Girls)  Yes  USA  General  all female  11.5  Anglo  No  
Orpinas, 1993 (School D, Boys)  Yes  USA  General  all male  11.6  Hispanic  Yes  
Orpinas, 1993 (School D, Girls)  Yes  USA  General  all female  11.6  Hispanic  Yes  
Petit, 1999  No  USA  Special ed  < 50%  16  Black  Missing  
PrideLawson, 1998  No  USA  General  50-60%  10  Anglo  Missing  
Quinn, 2002  Yes  USA  At-risk (reg. school)  all male  7  Mixed  Yes  
Rickel, Eshelman, & Loigman, 1983  Yes  USA  General  50-60%  4.4  Black  Yes  
Robinson, 1999  Yes  USA  Special ed  all male  12.5  Black  Missing  
Sandy & Boardman, 2000  Yes  USA  General  50-60%  4.25  Hispanic  Yes  
Sawyer, et al., 1997  Yes  Australia  General  50-60%  8.2  Missing  No  
Seifer, et al., 2004  Yes  USA  General  50-60%  6  Hispanic  Yes  
Serna, Nielsen, Lambros, & Forness, 2000  Yes  USA  General  50-60%  4.5  Hispanic  Yes  
Serna, Nielsen, Mattern, & Forness, 2003  Yes  USA  General  50-60%  4.1  Hispanic  Yes  
Shapiro, 1998  No  USA  General  < 50%  11  Anglo  Yes  
Shapiro, et al., 2002  Yes  USA  General  50-60%  11  Black  Yes  
Shure & Spivack, 1980  Yes  USA  General  < 50%  4.3  Black  Yes  
Stoia, 1997  No  USA  Special ed  > 60%  4.42  Missing  Yes  
Taub, 2002  Yes  USA  General  50-60%  9  Anglo  Yes  
Weddle & Williams, 1993  No  USA  General  50-60%  6  Black  Yes  
Weissberg, et al., 1981a  Yes  USA  General  50-60%  8  Anglo  No  
Weissberg, et al., 1981b  Yes  USA  General  50-60%  8  Missing  No  
Winer, et al., 1982  Yes  USA  General  50-60%  5.5  Anglo  No  
Work & Olsen, 1990  Yes  USA  General  50-60%  9.5  Anglo  No  
 
訳者注：General（通常の学校）、Special ed（特別支援教育）、At-risk (reg. school)（通常の学校での危険性のある生徒）、Mixed（混合）、Missing （判らない）、 
Anglo（ｱﾝｸﾞﾛｻｸｿﾝ系）、Black（黒人）、Hispanic（ﾋｽﾊﾟﾆｯｸ系）、Asian（ｱｼﾞｱ系）。 
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表 A5：研究ごとのプログラム特性 
執筆者名および出版年 実施担当者 期間（週数） 頻度 実施に関する問題  
      
Aber, et al., 1998  Teacher  38.7 1 x week Possible  
Allen, 1978  Teacher  12 Daily (5 x) No  
Allen, et al., 1976  Teacher  18 2 x week No  
Amish, et al., 1988  Teacher  9 2 x week No  
Baldry & Farrington, 2004 (Age 11-13)  Researcher  3 1 x week No  
Baldry & Farrington, 2004 (Age 13-15)  Researcher  3 1 x week No  
Bosworth, et al., 2000  Self-directed (computer)  16 < weekly Yes  
Botzer, 2003  Interventionist (not affiliated)  38.7 1 x week No  
Brown & Greenspan, 1984  Interventionist (not affiliated)  2 Daily (5 x) No  
Cisek, 1979  Researcher  10 1 x week No  
Colletti, 2000  Interventionist (research)  10 1 x week No  
CPPRG, 1999  Teacher  34 2-3 x week Yes  
Denham & Burton, 1996  Teacher  32 4 x week No  
Desbiens & Royer, 2003  Researcher  10 2 x week No  
Dodsworth, 2002 (Boys)  Teacher + Researcher  4 2 x week No  
Dodsworth, 2002 (Girls)  Teacher + Researcher  4 2 x week No  
DuRant, Barkin, & Krowchuk, 2001  Interventionist (research)  13 1 x week No  
Etscheidt, 1985  Teacher  3 4 x week No  
Farrell, et al., 2003  Interventionist (not affiliated)  38.7 < weekly No  
Farrell, Meyer, & White, 2001  Interventionist (research)  16 1 x week No  
Farrell, Meyer, Sullivan, & Kung, 2003  Interventionist (research)  12 1 x week Possible  
Farrell, Valois, & Meyer, 2002  Interventionist (not affiliated)  20 2 x week No  
Feindler, Marriott, & Iwata, 1984  Interventionist (research)  7 2 x week No  
Flay, et al., 2004 (Boys)  Interventionist (research)  38.7 < weekly No  
Flay, et al., 2004 (Girls)  Interventionist (research)  38.7 < weekly No  
Gesten, et al., 1981  Teacher + Researcher  9 2 x week No  
Grayson, Gadow, & Sprafkin, 1987  Teacher  5 2 x week No  
Grossman, et al., 1997  Teacher  18 1-2 x week Possible  
Henderson, 1982  Researcher  23 1 x week No  
Herrmann & McWhirter, 2003  Researcher  8 2 x week Yes  
Hughes, 2003  Researcher  6 2 x week No  
Hunter, 1999 (Asian students)  Teacher + Researcher  38.7 Daily (5 x) No  
Hunter, 1999 (Black students)  Teacher + Researcher  38.7 Daily (5 x) No  
Hunter, 1999 (White students)  Teacher + Researcher  38.7 Daily (5 x) No  
Johnson, 2001  Researcher  16 2 x week No  
Kumpfer, Alvarado, Tait, & Turner, 2002  Teacher  38.7 1-2 x week No  
Lemisch, 1998  Researcher  17 1 x week No  
Lillenstein, 2002  Teacher  24 1 x week Possible  
     continued  
訳者注：Teacher（教員）、Researcher（研究者）、Self-directed (computer)（自主実施、コンピュータ使用）、Interventionist (not affiliated)（研究者に関係しない介入専門家）、 
Interventionist (research)（研究者に雇われた介入専門家）、Peers（仲間）、Possible（あった可能性がある）。 
 



社会情報処理に関する普遍型介入 

42 

42 

表 A5（続き）：研究ごとのプログラム特性 
執筆者名および出版年 実施担当者 期間（週数） 頻度 実施に関する問題 
     
Lynch, Geller, & Schmidt, 2004 (MI site)  Teacher  23 2 x week No 
Lynch, Geller, & Schmidt, 2004 (VA site)  Teacher  23 2 x week No 
McCabe, 2000  Teacher  28 1 x week Yes 
McPhee, 1994  Teacher  24 2-3 x week No 
Nelson & Carson, 1988 (3rd Grade)  Teacher + Researcher  18 1 x week Yes 
Nelson & Carson, 1988 (4th Grade)  Teacher + Researcher  18 1 x week Yes 
Olexa & Forman, 1984  Researcher  8 1 x week No 
Orpinas, 1993 (School A, Boys)  Teacher + Peers  8 2-3 x week Possible 
Orpinas, 1993 (School A, Girls)  Teacher + Peers  8 2-3 x week Possible 
Orpinas, 1993 (School B, Boys)  Teacher  8 2-3 x week Possible 
Orpinas, 1993 (School B, Girls)  Teacher  8 2-3 x week Possible 
Orpinas, 1993 (School C, Boys)  Teacher  8 2-3 x week Possible 
Orpinas, 1993 (School C, Girls)  Teacher  8 2-3 x week Possible 
Orpinas, 1993 (School D, Boys)  Teacher + Peers  8 2-3 x week Possible 
Orpinas, 1993 (School D, Girls)  Teacher + Peers  8 2-3 x week Possible 
Petit, 1999  Researcher  9 2 x week Possible 
PrideLawson, 1998  Researcher  6 1 x week No 
Quinn, 2002  Teacher  6 Daily (5 x) No 
Rickel, Eshelman, & Loigman, 1983  Researcher  11 4 x week Yes 
Robinson, 1999  Teacher  10 1-2 x week No 
Sandy & Boardman, 2000  Interventionist (research)  15 1 x week Yes 
Sawyer, et al., 1997  Teacher  20 1-2 x week Possible 
Seifer, et al., 2004  Teacher  20 1-2 x week Possible 
Serna, Nielsen, Lambros, & Forness, 2000  Teacher + Researcher  12 2 x week No 
Serna, Nielsen, Mattern, & Forness, 2003  Teacher  12 2 x week No 
Shapiro, 1998  Teacher + Researcher  14 1 x week No 
Shapiro, et al., 2002  Teacher  16 1 x week Yes 
Shure & Spivack, 1980  Teacher  24 Daily (5 x) No 
Stoia, 1997  Teacher  23 1 x week Yes 
Taub, 2002  Teacher  16 2 x week No 
Weddle & Williams, 1993  Teacher  16 3-4 x week No 
Weissberg, et al., 1981a  Teacher + Researcher  13 4 x week Possible 
Weissberg, et al., 1981b  Teacher + Researcher  14 3 x week No 
Winer, et al., 1982  Teacher + Researcher  10 4 x week No 
Work & Olsen, 1990  Teacher  8 2 x week No 
訳者注：Teacher（教員）、Researcher（研究者）、Self-directed (computer)（自主実施、コンピュータ使用）、Interventionist (not affiliated)（研究者に関係しない介入専門家）、 
Interventionist (research)（研究者に雇われた介入専門家）、Peers（仲間）、Possible（あった可能性がある）。 
 
 


